
■エネルギー政策■

復
権
モ
ノ
づ
く
り

ベストミックス確立
　
東
日
本
大
震
災
か
ら
２
年
。
東
京
電
力
福
島
第
一

原
子
力
発
電
所
の
事
故
で
原
発
は
関
西
電
力
大
飯
原

発

福
井
県
お
お
い
町

の
２
基
以
外
は
す
べ
て
止

ま
っ
た
状
態
が
続
い
て
い
る
。
こ
れ
ら

基
の
原
発

は
原
子
力
規
制
委
員
会
が
７
月
に
示
す
新
し
い
安
全

基
準
に
基
づ
い
た
地
震
・
津
波
対
策
、
過
酷
事
故
対

策
を
ク
リ
ア
し
た
設
備
や
体
制
を
備
え
る
必
要
が
あ

る
。
実
際
に
７
月
以
降
に
い
く
つ
の
原
発
が
再
稼
働

す
る
か
は
不
透
明
だ
が
、
民
主
党
政
権
で
示
さ
れ
た

将
来
の
原
発
ゼ
ロ
方
針
は
撤
回
さ
れ
、
原
発
を
含
め

た
か
た
ち
で
の
真
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
ベ
ス
ト
ミ
ッ
ク
ス

へ
の
検
討
が
進
め
ら
れ
る
こ
と
に
な
る
。

原
発
将
来
ゼ
ロ
方
針
撤
回

電力システム改革のスケジュール

第１段階 年 広域系統運用機関設立

第２段階 年 小売全面自由化

第３段階 － 年
発送電分離

料金規制の撤廃

年 月までに認定を受けた
再生エネの設備容量

太陽光（住宅） 万

太陽光（非住宅） 万

風　　力 万

中小水力（ 以上） ０

中小水力（ 未満）

バイオマス ７万

地　　熱

合　　計 万

多
様
な
再
生
エ
ネ
拡
大
に
期
待

▲
原
発
の
再
稼
働
は
当
面

不
透
明
で
、今
夏
も
厳
し

い
節
電
対
策
が
求
め
ら
れ

そ
う
だ

東
京
電
力
柏
崎

刈
羽
原
発

全
量
買
い
取
り
制
度
が

追
い
風
に
。
全
国
で
メ
ガ

ソ
ー
ラ
ー
の
建
設
が
進
む

お
お
た
太
陽
光
発
電

所
、
群
馬
県
太
田
市

伸
び
る
太
陽
光

　
一
方
、
政
権
交
代
で
も
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
伸
ば

し
て
い
く
こ
と
の
重
要
性
は

変
わ
ら
な
い
。
再
生
エ
ネ
普

及
の
切
り
札
と
さ
れ
る
全
量

買
い
取
り
制
度
は

年
７
月

に
開
始
。
再
生
エ
ネ
で
発
電

し
た
電
力
を
電
力
会
社
が
す

べ
て
買
い
取
り
、
家
庭
や
企

業
の
電
気
料
金
に
上
乗
せ
さ

れ
る
形
で
賦
課
さ
れ
る
。

年

月
末
ま
で
に
認
定
さ
れ

た
設
備
容
量
は
、
前
月
比
１

５
８
万
８
０
０
０

増
の

５
２
３
万
６
０
０
０

。

増
加
分
の
う
ち

％
以
上
は

メ
ガ
ソ
ー
ラ
ー
な
ど
非
住
宅

用
の
太
陽
光
発
電
。
ま
た
、

累
計
で
も
太
陽
光
は
住
宅
・

非
住
宅
を
含
め
て

％
以
上

を
占
め
て
い
る
。
太
陽
光
は

設
置
が
比
較
的
容
易
な
う

え
、
建
設
期
間
も
短
い
た

め
、
制
度
開
始
か
ら
導
入
ラ

ッ
シ
ュ
が
続
い
て
お
り
、
パ

ネ
ル
メ
ー
カ
ー
に
と
っ
て
は

特
需
と
な
っ
て
い
る
。

　
今
後
の
課
題
は
太
陽
光
以

外
の
再
生
エ
ネ
の
導
入
拡

大
。
例
え
ば
発
電
コ
ス
ト
が

太
陽
光
の
約
半
分
の
風
力
発

電
は
、
再
生
エ
ネ
の
主
力
と

期
待
さ
れ
て
い
る
も
の
の
、

環
境
影
響
評
価

環
境
ア
セ

ス
メ
ン
ト

な
ど
に
時
間
が

か
か
り
、
新
設
の
場
合
は
計

画
か
ら
稼
働
ま
で

年
か
か

る
と
言
わ
れ
て
い
る
。
環
境

省
と
経
産
省
は
環
境
ア
セ
ス

や
電
気
事
業
法
に
関
連
す
る

手
続
き
な
ど
規
制
緩
和
を
進

め
て
お
り
、
導
入
を
後
押
し

す
る
。
ま
た
、
送
電
線
網
の

整
備
拡
大
も
不
可
欠
に
な

る
。

　
一
方
、
海
岸
線
の
多
い
日

本
で
期
待
さ
れ
て
い
る
の
が

洋
上
風
力
。
千
葉
県
銚
子
市

沖
な
ど
で
新
エ
ネ
ル
ギ
ー
・

産
業
技
術
総
合
開
発
機
構

Ｎ
Ｅ
Ｄ
Ｏ

に
よ
る
全
長

約
１
０
０

の
大
規
模
実
証

実
験
が
始
ま
っ
て
い
る
。
商

業
ベ
ー
ス
に
乗
る
の
は
当
面

先
だ
が
、
今
後
に
期
待
が
持

て
る
。

戦
後
最
大
の
改
革

　
戦
後
最
大
と
言
わ
れ
る
電

力
シ
ス
テ
ム
の
改
革
へ
の
検

討
作
業
も
始
ま
っ
た
。
経
済

産
業
省
の
有
識
者
会
議
で
あ

る
「
電
力
シ
ス
テ
ム
改
革
専

門
委
員
会
」
は
、
電
力
会
社

か
ら
送
配
電
網
を
切
り
離
す

「
発
送
電
分
離
」
な
ど
電
力

シ
ス
テ
ム
改
革
を

年
ま
で

に
行
う
報
告
書
を
ま
と
め

た
。

　
報
告
書
で
は

年
に
全
国

で
電
力
需
給
を
行
う
「
広
域

系
統
運
用
機
関
」
を
設
立

し
、

年
に
小
売
り
の
全
面

自
由
化
、

―

年
を
め
ど

に
発
送
電
分
離
と
料
金
規
制

撤
廃
な
ど
を
行
う
こ
と
を
目

指
す
な
ど
と
し
て
い
る
。

　
全
面
自
由
化
後
は
、
発
電

や
配
電
部
門
に
ガ
ス
や
石

油
、
商
社
な
ど
さ
ま
ざ
ま
な

業
種
の
参
入
を
想
定
し
て
い

る
。
燃
料
費
な
ど
の
原
価
を

積
み
上
げ
る
「
総
括
原
価
方

式
」
も
撤
廃
さ
れ
る
。
企
業

や
家
庭
に
と
っ
て
は
さ
ま
ざ

ま
な
選
択
肢
の
中
か
ら
、
自

由
に
組
み
合
わ
せ
を
選
ぶ
こ

と
が
で
き
、
価
格
競
争
や
サ

ー
ビ
ス
向
上
が
期
待
で
き

る
。

　
一
方
、
大
手
電
力
会
社
に

と
っ
て
は
原
発
の
再
稼
働
が

不
透
明
な
中
、

経
営
環
境
に
多

大
な
影
響
を
与

え
る
電
力
シ
ス

テ
ム
改
革
の
推

進
に
と
ま
ど
い

も
聞
か
れ
る
。

安
定
供
給
へ
の

懸
念
も
根
強

い
。
企
業
や
消

費
者
に
配
慮
し

た
改
革
を
進
め

つ
つ
、
現
実
的

な
見
直
し
も
視

野
に
入
れ
る
こ

と
が
求
め
ら
れ

る
。

抜
本
的
見
直
し

　
安
倍
晋
三
首
相
は
民
主
党

政
権
が
掲
げ
た
「
２
０
３
０

年
代
の
原
発
稼
働
ゼ
ロ
」
を

目
指
す
と
し
た
方
針
を
抜
本

的
に
見
直
す
と
表
明
し
た
。

自
民
党
の
選
挙
公
約
で
は

「
３
年
以
内
に
す
べ
て
の
原

発
の
再
稼
働
を
結
論
」
「

年
以
内
に

エ
ネ
ル
ギ
ー

の

ベ
ス
ト
ミ
ッ
ク
ス
を
確

立
す
る
」
と
し
て
い
る
。

　
日
本
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

に
お
い
て
、
要
と
な
る
の
は

中
長
期
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策

を
定
め
る
「
エ
ネ
ル
ギ
ー
基

本
計
画
」
だ
。
法
律
に
基
づ

き
、
お
お
む
ね
３
年
ご
と
に

見
直
し
が
行
わ
れ
て
い
る
。

現
行
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本
計

画
は

年
に
決
定
。
地
球
温

暖
化
問
題
を
背
景
に
、

年

に
全
電
源
に
占
め
る
原
発
の

割
合
を

％
に
高
め
て
い

た
。
し
か
し
、
東
日
本
大
震

災
の
発
生
で
達
成
は
困
難
と

な
り
、
民
主
党
政
権
時
代
の

年

月
か
ら
総
合
資
源
エ

ネ
ル
ギ
ー
調
査
会

経
産
相

の
諮
問
機
関

に
有
識
者
会

議
で
あ
る
「
基
本
問
題
委
員

会
」
を
設
置
、

年

月
ま

で

回
の
議
論
を
行
っ
て
き

た
。

総
合
部
会
で
検
討

　
基
本
問
題
委
は
発
足
当
初

か
ら
原
発
の
扱
い
が
議
論
の

中
心
と
な
っ
た
。

年
６
月

に
は

年
の
原
発
依
存
度
を

「
０
％
」
「

％
」
「

―

％
」
と
す
る
三
つ
の
エ
ネ

ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の
シ
ナ
リ

オ
を
提
示
。
当
初
は
政
府
が

掲
げ
た
原
発
の
「
稼
働
か
ら

年
廃
炉
の
厳
格
化
」
「
新

増
設
の
禁
止
」
を
元
に
し
た

「

％
」
案
の
採
用
が
有
力

視
さ
れ
て
い
た
。
し
か
し
、

当
時
の
政
府
が
９
月
に
打
ち

出
し
た
「

年
代
の
原
発
稼

働
ゼ
ロ
」
を
目
指
す
方
針
に

押
さ
れ
、
委
員
会
で
の
対
立

が
繰
り
返
さ
れ
、

月
以
降

は
休
止
し
て
い
た
。

　
こ
れ
に
対
し
、
政
権
交
代

後
に
就
任
し
た
茂
木
敏
充
経

産
相
は
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
基
本

計
画
の
見
直
し
を
総
合
資
源

エ
ネ
ル
ギ
ー
調
査
会
の
常
設

部
会
で
あ
る
「
総
合
部
会
」

で
行
う
よ
う
に
指
示
。
三
村

明
夫
新
日
鉄
住
金
取
締
役
相

談
役
を
部
会
長
に
、
志
賀
俊

之
日
産
自
動
車
最
高
執
行
責

任
者

Ｃ
Ｏ
Ｏ

な
ど
を
委

員
に
し
、
３
月

日
か
ら
議

論
が
始
ま
っ
た
。

　
年
内
に
一
定
の
結
論
を
出

す
方
針
だ
が
、
自
民
党
の
公

約
と
の
関
係
も
あ
り
、
明
確

な
エ
ネ
ル
ギ
ー
ミ
ッ
ク
ス
の

数
値
は
出
さ
な
い
と
見
ら
れ

る
。
そ
れ
で
も
民
主
党
政
権

が
掲
げ
た
よ
う
な
原
発
稼
働

ゼ
ロ
を
目
指
す
方
針
は
撤
回

さ
れ
、
原
発
を
含
め
た
現
実

的
な
エ
ネ
ル
ギ
ー
政
策
を
打

ち
出
す
こ
と
は
確
実
だ
。

（ ） 　　 （第２部） ２０１３年 平成２５年 ３月２９日 金曜日 　　


